
（参考）

土壌・地下水汚染に係る調査・対策指針の概要

第１章 総論

１．１ 目的及び位置づけ

この指針は、土壌・地下水の汚染に係る調査又は対策が必要であると考えられる土地（以下

「対象地」という ）において、調査又は対策を実施する場合に参考として活用されるよう、。

一般的な技術的手法を示し、もって土壌・地下水の環境の保全に資することを目的とする。

１．２ 適用

本指針は 「土壌の汚染に係る環境基準について （平成３年８月23日環境庁告示第46号。以、 」

下「土壌環境基準」という ）のうち検液中濃度に係る項目（以下「溶出基準項目」という ）。 。

及び「地下水の水質汚濁に係る環境基準について （平成９年３月13日環境庁告示第10号。以」

下「地下水環境基準」という ）の全項目に係る土壌・地下水の調査及び対策に適用する。。

１．３ 調査・対策の進め方

土壌・地下水の調査・対策の進め方は 契機 目的及び主体によって考え方や手法が異なる、 、 。

本指針では、次のように場合分けし、それぞれの場合に応じた手法を示している。

調査・対策の契機による場合分け（参考）

①地下水汚染契機型 地 域

（契機）水質汚濁防止法の常時監視等による地下水汚染の判明 対象地３

（汚染）汚染井戸が存在 対象地１ ?
（目的）地下水汚染源の究明及び対策の実施 ?
（主体）都道府県等又は都道府県等の指導等を受けた事業者等 ●汚染井戸

（対応）まず、関係地域を設定し、地下水汚染源推定を実施 対象地２ ?

②現況把握型

（契機）事業活動の状況からみて汚染のおそれがある場合に、事 地 域

業場の移転、跡地の再利用等の土地改変の機会等に実施

（汚染）対象地内の汚染の有無は未知 対象地 ？

（目的）土壌・地下水の汚染の状況（有無）の把握

（主体）公有地等管理者又は事業者等

（対応）基本的に対象地全体について対象地概況調査を実施

汚染が判明した場合には都道府県等に連絡、所要の対策を実施

③汚染発見型

（契機）対象地内の土壌・地下水汚染の発見 地 域

（汚染）土壌又は地下水汚染が存在

（目的）汚染原因の究明及び対策の実施 対象地 ●

（主体）汚染を発見した公有地等管理者又は事業者等

（対応）汚染を発見した旨を都道府県等に連絡

発見した汚染の周辺を重点的に調査
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第２章 重金属等に係る調査・対策

２．１ 調査

２．１．１ 重金属等に係る調査の進め方

重金属等については、環境基準の不適合がもっぱら自然的原因による場合があること、一般に

土壌中の移動性は小さいが対象地の状況等や共存する物質によっては汚染が広がるおそれがある

こと等に十分留意しつつ、①地下水汚染契機型、②現況把握型及び③汚染発見型のそれぞれにつ

いて、①の場合は地下水汚染源推定調査を経た上で、②及び③の場合は地下水汚染源推定調査を

経ずに、対象地資料等調査、対象地概況調査及び対象地詳細調査の順に調査を進める。

また、対象地概況調査又は対象地詳細調査の結果土壌・地下水汚染が判明した場合には、状況

に応じて適切な応急対策を講ずる。

２．１．２ 地下水汚染源推定調査

地下水汚染契機型の調査の場合には、都道府県等は、汚染源を推定するため地下水汚染源推定

調査を行う。

地下水汚染源推定調査では、関係地域における対象物質の排出状況、水文地質状況、地下水汚

染の現況等を把握するための資料調査や、地下水（井戸）調査等を行い、さらに必要に応じてア

ンケート調査、聞き取り調査等を行う。

これらの結果から、汚染源であるおそれのある一つ又は複数の対象地を絞り込む。

２．１．３ 対象地資料等調査

対象地資料等調査では、対象地に係る概況を把握するため、資料調査並びに必要に応じて聞き

取り調査及び現地踏査を行う。調査は、対象物質の排出状況、水文地質状況等のうち、実施が適

当なものについて行う。

調査実施契機の種類に応じた留意事項及び調査結果の評価は、次のとおりである。

①地下水汚染契機型の場合は、対象地資料等調査の結果当該対象地が汚染源である可能性が

小さい場合でも、対象地概況調査及び対象地詳細調査を行う。

②現況把握型の場合は、対象地資料等調査の結果明らかに汚染のおそれがないと判断される

場合以外は、当該対象地において対象地概況調査を行う。

③汚染発見型の場合は、汚染の原因を究明する観点から対象地資料等調査を行う。なお、地

下水汚染が判明した場合で、対象地資料等調査の結果当該対象地が汚染源である可能性がな

い場合は、汚染源が他にあると考えられるので、都道府県等は、関係地域を設定した上で①

地下水汚染契機型の地下水汚染源推定調査を行う。

２．１．４ 対象地概況調査

対象地概況調査では、対象地における土壌・地下水の概況を把握するため、表層土壌の汚染状

況について、また、既設井戸がある場合には地下水の汚染状況について調査を行う。

土壌・地下水の試料の測定は、それぞれ土壌環境基準及び地下水環境基準の公定法による。

ただし、引き続き対象地詳細調査を行う予定があり、汚染源である範囲を絞り込むことを目的

とする場合には、試料の測定方法として適当な簡易測定法を用いてもよい。この場合、汚染の評
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価は相対的なものとなる。

また、対象地資料等調査の結果からみて明らかに汚染のおそれのない物質は、試料の測定の対

象項目から除外してもよい。

なお、土壌の表層調査に当たって、カドミウム、鉛、砒素又は総水銀を対象項目とする場合に

は、含有量についても測定する。この場合、含有量の評価は含有量参考値による。

表１ 含有量参考値

物 質 含 有 量 参 考 値

カドミウム 乾土１ｋｇにつきカドミウムとして ９ｍｇ

鉛 乾土１ｋｇにつき鉛として ６００ｍｇ

砒素 乾土１ｋｇにつき砒素として ５０ｍｇ

総水銀 乾土１ｋｇにつき水銀として ３ｍｇ

調査実施契機の種類に応じた留意事項及び調査結果の評価は、次のとおりである。

①地下水汚染契機型の場合は、対象地資料等調査の結果、対象地内であって対象物質が浸透し

たおそれのある場所において、重点的に土壌の表層調査を行う。対象地資料等調査で対象物

質が浸透したおそれのある場所が明らかでない場合には、対象地の全域にわたり土壌の表層

調査を行う。いずれの場合も、適当な簡易測定法を用いてもよい。地下水汚染契機型の場合

には、原則として、引き続き対象地詳細調査を行う。

②現況把握型の場合は、敷地の全域にわたり公定法による土壌の表層調査を行い、環境基準に

照らして対象地における汚染の状況を評価する。表層調査で土壌環境基準に適合しない土壌

汚染がみられた場合には、引き続き対象地詳細調査を行う。表層調査において土壌汚染が認

められない場合であっても、既設井戸において地下水汚染がみられる場合、含有量参考値を

超過する地点がある場合又は下層に土壌汚染のおそれがある場合には、対象地詳細調査を行

う。なお、対象地資料等調査の結果、対象物質が浸透したおそれのある場所が概ね明らかで

ある場合は、当該範囲について重点的に土壌の表層調査を行う。この場合、適当な簡易測定

法を用いてもよい。

③汚染発見型の場合は、汚染の平面的な広がりを把握するため、土壌・地下水汚染が発見され

た周辺及び対象地資料等調査の結果により対象物質が浸透したおそれのある場所において、

重点的に土壌の表層調査を行う。この場合、適当な簡易測定法を用いてもよい。

２．１．５ 対象地詳細調査

対象地詳細調査では、対象地概況調査により土壌の表層で汚染が判明した範囲（簡易測定の結

果相対的に高濃度であることが判明した場合を含む ）及び対象物質が浸透したおそれのある範。

囲等において、ボーリング調査を行い、土壌（地下水が採水できる場合には地下水を含む ）に。

ついて深度別に試料を採取・測定し、汚染の状況を詳細に把握する。その結果から、対策をとる

べき土壌・地下水の範囲を設定する。この場合、土壌及び地下水の試料の測定は公定法による。

ただし、あらかじめ対策をとるべき範囲を絞り込む場合には、試料の測定方法として適当な簡

易測定法を用いてもよい。この場合、汚染の評価は相対的なものとなる。

対策をとるべき土壌・地下水の範囲は、土壌環境基準及び地下水環境基準に適合しない土壌及

び地下水とする。また、土壌について環境基準に適合していても土壌の飛散及び流出防止等の観

点から必要に応じて対策を講じようとする場合には、含有量測定結果を含有量参考値に基づき評

価する。
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調査実施契機の種類に応じた留意事項及び調査結果の評価は、次のとおりである。

①地下水汚染契機型の場合は、対象地詳細調査の結果を地下水汚染源推定調査の結果と合わせ

て総合的に判断し、対象地が当該関係地域における地下水汚染源であるかどうかを判定する

とともに、汚染が認められた場合は対策をとるべき土壌・地下水汚染の範囲を設定する。

②現況把握型の場合は、対象地概況調査で土壌・地下水汚染が認められた範囲において対象地

詳細調査を行い、対策をとるべき土壌・地下水汚染の範囲を設定する。

③汚染発見型のうち、土壌汚染が判明している場合は、対策をとるべき土壌汚染の範囲を設定

する。地下水汚染が判明している場合であって、地下水汚染源であるおそれのある範囲にお

いて対象地詳細調査を行い、なお土壌汚染が認められない場合は、当該対象地は地下水汚染

源ではないと判断される。

２．１．６ 自然的原因の取り扱い

物質の種類や資料等調査等により、土壌・地下水の環境基準の超過が自然的原因によるものと

判断される場合がある。

このような場合は、専門家の助言を得て総合的に判断することが望ましい。

２．２ 対策

２．２．１ 対策の考え方

対策には 「応急対策」と「恒久対策」がある。、

調査の結果土壌・地下水汚染が明らかになった場合には、早期に恒久対策を行うことができる

場合を除き、汚染の周辺環境への影響を防止するために、応急対策を行う。

そして、汚染の程度、地形、地質、周辺地域の状況、土地利用の現状及び計画、対象地の自然

的・社会的条件等を勘案し、土壌環境基準及び地下水環境基準の達成を図るため、当該汚染土壌

・地下水について恒久対策を講ずる。

２．２．２ 応急対策

応急対策は、人による摂取防止対策及び汚染拡散防止対策に大別できる。後者は、汚染土壌に

よる公共用水域及び地下水の汚染防止対策、対象物質の飛散等防止対策及び汚染地下水の拡散防

止対策に分類できる。応急対策の実施に当たっては、周辺地域の状況等を勘案し適切な措置を講

ずる。

２．２．３ 恒久対策

（１）恒久対策の基本的な考え方

重金属等に係る汚染土壌に係る恒久対策の目的は、将来にわたって雨水等により対象物質が

溶出し、それが周辺の土壌・地下水に広がらないようにすることである。当該汚染土壌から

対象物質を除去（重金属等の分離又は化合物の分解）することが望ましいが、少なくとも一

般環境から隔離（封じ込め）する。なお、封じ込めを行う場合には、封じ込め施設の管理を

行う必要がある。

また、汚染地下水については、対象物質の除去を行う。
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（２）恒久対策の種類と選定

重金属等に係る恒久対策は、次のように分類できる。

恒久対策は、対象とする物質の移動性、他の汚染物質の共存等に留意しつつ、対象地の状況

等に応じて適切な対策を選定する。

なお、土壌の原位置封じ込めを行う際に地下水が存在する場合は、封じ込められた地下水が

流出・拡散しないよう必要な措置を講ずる。

また、表層の土壌で含有量参考値を超えるものについては、土壌の飛散や流出防止等の観点

からの対策を行うことが望ましい。

（３）恒久対策の目標

原位置浄化の場合は、対策範囲の汚染土壌及び汚染地下水について、土壌及び地下水の状態

がいずれも環境基準を満たすことを目標とする。また、掘削除去を伴う対策の場合には、掘

削除去後原位置に残された土壌が土壌環境基準を満たすことを目標とする。

また 封じ込めについては ４ に示すように 雨水等により対象物質が拡散しないよう、 、（ ） 、 、

汚染土壌が適切に封じ込められることを目標とする。

（４）汚染土壌の封じ込め

汚染土壌の封じ込めを行う場合には 原位置封じ込めの場合も掘削除去後封じ込めの場合も、 、

当該汚染土壌が表２に定める溶出量値Ⅱ以下のもの（固型化又は不溶化を行って溶出量値Ⅱ

以下となったものを含む ）は遮水工に、溶出量値Ⅱを超過するものは遮断工に封じ込める。。

ここで、遮水工とは、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の

基準を定める命令（昭和52年総理府・厚生省令第1号）に規定する管理型最終処分場に準拠し

た構造を持つものであって雨水の浸入を防止したもの（この場合排水処理施設はなくてもよ

い 、遮断工とは、同命令に規定する遮断型最終処分場に準拠した構造を持つものとする。。）

（注）処理とは、掘削除去し

た土壌や揚水・抽出された地下

水等から、さらに対象物質を分

離・分解することをいう。

恒久対策

掘削除去

（土壌・地下水）

封じ込め

（土壌）

原位置浄化

（土壌の掘削を伴う）

（土壌の掘削を伴わない）

原位置抽出

（対象地内／外）

処理

（地下水揚水等）

（対象地内／外）

処理

原位置封じ込め

（対象地内／外）

掘削除去後封じ込め

原位置分解

浄化
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（測定方法は公定法に準じる ）。

２．２．４ 運搬・保管

対象地の外に汚染土壌等を運搬又は保管する場合には、周辺環境に影響を与えないよう、汚

染土壌・地下水の飛散及び流出を防止するための措置を講ずる。また、汚染土壌の保管に当た

っては、防水シート等により雨水の浸透を防止する。

２．２．５ 周辺環境保全対策

恒久対策を行う場合には，対策の実施が対象地の周辺環境に影響を与えないよう、適切な周辺

環境保全対策を講ずる。

２．２．６ モニタリング

恒久対策の実施中、その周辺環境への影響を監視するため、対象地周辺の土壌、公共用水域、

地下水及び大気中の対象物質並びに二次的に生成されるおそれのある物質について定期的にモニ

タリングを行う モニタリングの結果周辺土壌 地下水 大気等への影響が認められる場合には。 、 、 、

周辺環境保全対策を講ずる。

２．３ 確認

２．３．１ 効果の確認

恒久対策の目標を達成していることを確認する。目標が達成されていない場合は、追加的な

措置を講ずる。

                              表２　溶出量値Ⅱ                          

 

          項目                 溶出量値Ⅱ

カドミウム

全シアン

有機燐

鉛

六価クロム

砒素

総水銀

アルキル水銀

ＰＣＢ

チウラム

シマジン

チオベンカルブ

セレン

検液１Ｌにつき　　　　0.3   　 mg

検液１Ｌにつき　　　　1 　　  m g

検液１Ｌにつき　　　　1 　　  m g

検液１Ｌにつき　　　　0.3 　   m g

検液１Ｌにつき　　　　1.5 　   m g

検液１Ｌにつき　　　　0.3 　   m g

検液１Ｌにつき　　　　0.005   mg

検出されないこと

検液１Ｌにつき　　　　0.003   mg

検液１Ｌにつき　　　　0.06　   m g

検液１Ｌにつき　　　　0.03　   m g

検液１Ｌにつき　　　　0.2 　   m g

検液１Ｌにつき　　　　0.3 　   m g
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２．３．２ 利用に関する留意事項

（１）対策完了後の場所等の土地の利用については、次のとおりとする。

1) 原位置浄化又は掘削除去を行った場所

対策の実施後目標を達成していれば、当該土地の利用について、環境保全上の観点からの

支障はない。

なお、表層は、土壌の飛散、流出防止等の観点から、含有量参考値を下回っていることが

望ましい。

2) 封じ込めを行った場所

適切な維持管理のもとで、遮水又は遮断機能を損なうことのない土地の利用とする。

（２）掘削除去した汚染土壌について処理した後の土壌としての利用については、次のとおりと

する。

対象物質を分離・分解技術で処理し、処理後の土壌について公定法により測定を行い、土壌

環境基準値と同等の値以下になれば、当該土壌の利用について環境保全上の観点からの支障

はない。なお、性状がもはや土壌とはいえないものについては、関係法令等の定めるところ

により取り扱う。

２．４ 封じ込め施設の適正な管理

対策として遮水工又は遮断工に封じ込めた場合には、対策完了後も必要に応じ2.3.1と同様の

確認を行い、封じ込められた汚染土壌等が一般環境から引き続き隔離されるよう、施設を適切に

管理する。

２．５ 記録の作成、管理

調査、対策及び対策効果の確認に係る一連の記録を作成し、都道府県等及び対策を行った公有

地等管理者がこれを管理する。なお、封じ込めを行った後に公用地等管理者が代わる場合には、

記録を後継者に継承する。

対策を行った事業者等においても、調査、対策及び対策効果の確認に係る一連の記録を作成、

管理することが望ましい。
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第３章 揮発性有機化合物に係る調査・対策

＜この概要では、第２章と異なる点を示す。＞

３．１調査

３．１．１ 揮発性有機化合物に係る調査の進め方

揮発性有機化合物については、揮発性が高く、液状で粘性が小さいという物理化学的性質を有

するため、重金属とは異なった挙動を示し、地下水の水位の変動等様々な要因によりその影響範

囲が変動するおそれがあること等に十分留意しつつ、①地下水汚染契機型、②現況把握型及び③

汚染発見型のそれぞれについて、①の場合は地下水汚染源推定調査を経た上で、②及び③の場合

は地下水汚染源推定調査を経ずに、対象地資料等調査、対象地概況調査及び対象地詳細調査の順

に調査を進める。

また、対象地概況調査又は対象地詳細調査の結果土壌・地下水汚染が判明した場合には、状況

に応じて適切な応急対策を講ずる。

３．１．２ 地下水汚染源推定調査 ＜２．１．２に同じ＞

３．１．３ 対象地資料等調査 ＜３．１．３に同じ＞

３．１．４ 対象地概況調査

対象地概況調査では、対象地における土壌・地下水の概況を把握するため、表層土壌の汚染状

況について、また、既設井戸がある場合には地下水の汚染状況について調査を行う。

揮発性有機化合物は揮発性が高いことから、まず、土壌ガス調査法等の適当な簡易測定法を用

いて揮発性有機化合物の土壌中の分布を把握する。その結果、揮発性有機化合物による汚染のお

それが認められた場合には、当該調査結果をもとに調査対象範囲を絞り込み、対象地詳細調査を

行う。この場合、汚染の評価は相対的なものとなる。

土壌ガス調査法等により揮発性有機化合物による汚染のおそれが認められない場合であって

も、必要に応じて公定法により調査を行い、土壌環境基準及び地下水環境基準に照らして対象地

における土壌・地下水の汚染の状況を確認する。

なお、対象地資料等調査の結果からみて、明らかに汚染のおそれのない物質は、試料の測定の

対象項目から除外してもよい。

調査実施契機の種類に応じた留意事項及び調査結果の評価は、次のとおりである。

①地下水汚染契機型の場合は、対象地資料等調査の結果対象地内であって対象物質が浸透した

おそれのある場所において、土壌ガス調査法等により重点的に土壌の表層調査を実施する。

対象地資料等調査で対象物質が浸透したおそれのある場所が明らかでない場合には、対象地

の全域にわたり土壌ガス調査法等により土壌の表層調査を行う。地下水汚染契機型の場合に

は、原則として、引き続き対象地詳細調査を行う。

②現況把握型の場合は 敷地の全域にわたり 土壌ガス調査法等による土壌の表層調査を行い、 、 、

揮発性有機化合物による汚染のおそれが認められた場合には、当該調査結果をもとに調査対

象範囲を絞り込み、対象地詳細調査を行う。また、必要に応じて、公定法により調査を行い

環境基準に照らして対象地における汚染の状況を評価する。ただし、表層に汚染のおそれが

認められない場合であっても、対象地内の既設井戸において地下水汚染が認められる場合又
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は下層に土壌汚染のおそれがある場合には、対象地詳細調査を行う。なお、対象地資料等調

査の結果、対象物質が地下に浸透したおそれのある場所が概ね明らかである場合は、当該範

囲について重点的に表層調査を行う。

③汚染発見型の場合は、汚染の平面的な広がりを把握するため、土壌・地下水汚染が発見され

た周辺及び対象地資料等調査の結果により対象物質が浸透したおそれのある場所において、

重点的に土壌の表層調査を行う。

３．１．５ 対象地詳細調査

対象地詳細調査では、対象地概況調査により表層の土壌で汚染が判明した範囲（土壌ガス調査

等の結果相対的に高濃度であることが判明した場合を含む ）及び対象物質が浸透したおそれの。

ある範囲等において ボーリング調査を行い 土壌 地下水が採水できる場合には地下水を含む、 、 （ 。）

について深度別に試料を採取・測定し、汚染の状況を詳細に把握する。その結果から、対策をと

るべき土壌・地下水の範囲を設定する。

対策をとるべき土壌・地下水の範囲は、土壌環境基準及び地下水環境基準に適合しない土壌及

び地下水とする。この場合、土壌及び地下水の試料の測定は、公定法による。ただし、対策によ

っては、対策をとるべき範囲について概ね範囲を絞り込めばよく、この場合適当な簡易測定法を

用いてもよい。

調査実施契機の種類に応じた留意事項及び調査結果の評価は、次のとおりである。

①地下水汚染契機型の場合は、対象地詳細調査の結果を地下水汚染源推定調査の結果と合わ

せて総合的に判断し、対象地が当該関係地域における地下水汚染源であるかどうかを判定す

るとともに、汚染が認められた場合は対策をとるべき土壌・地下水汚染の範囲を設定する。

②現況把握型の場合は、対象地概況調査で土壌・地下水汚染が認められた範囲において対象

地詳細調査を行い、対策をとるべき土壌・地下水汚染の範囲を設定する。

③汚染発見型のうち土壌汚染が判明している場合は、対策をとるべき土壌汚染の範囲を設定

する。地下水汚染が判明している場合であって、地下水汚染源であるおそれのある範囲にお

いて対象地詳細調査を行い、なお土壌の汚染が認められない場合は、当該対象地は地下水汚

染源ではないと判断される。

３．２ 対策

３．２．１ 対策の考え方 ＜２．２．１に同じ＞

３．２．２ 応急対策 ＜２．２．２に概ね同じ、特に対象物質の揮散等に留意する。＞

３．２．３ 恒久対策

（１） 恒久対策の基本的な考え方

揮発性有機化合物に係る汚染土壌に係る恒久対策の目的は、将来にわたって雨水等により対

象物質が溶出し、それが周辺の土壌・地下水に広がらないようにすることである。

揮発性有機化合物は移動性が高いので、土壌・地下水から対象物質を除去（揮発性有機化合

物の分離又は分解）する。
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（２） 恒久対策の種類と選定

揮発性有機化合物に係る恒久対策は、次のように分類できる。

恒久対策は、対象とする物質の移動性、他の汚染の共存等に留意しつつ、対象地の状況等に

応じて適切な対策を選定する。

（３） 恒久対策の目標

対策範囲の汚染土壌及び汚染地下水について、土壌及び地下水の状態がいずれも環境基準を

満たすことを目標とする。また、掘削除去を伴う対策の場合には、掘削除去後原位置に残さ

れた土壌が土壌環境基準を満たすことを目標とする。

３．２．４ 運搬・保管 ＜２．２．４に概ね同じ、特に対象物質の揮散等に留意する。＞

３．２．５ 周辺環境保全対策 ＜２．２．５に同じ＞

３．２．６ モニタリング ＜２．２．６に同じ＞

３．３．１ 効果の確認 ＜２．３．１に同じ＞

３．３．２ 利用に関する留意事項

（１）対策完了後の場所等の土地の利用については、次のとおりとする。

対策の実施後目標を達成していれば、当該土地の利用について、環境保全上の観点からの支

障はない。

（２）＜２．３．２（２）に同じ＞

３．４ 記録の作成、管理

調査、対策及び対策効果の確認に係る一連の記録を作成し、都道府県等及び対策を行った公有

地等管理者がこれを管理する。

対策を行った事業者等においても、調査、対策及び対策効果の確認に係る一連の記録を作成、

管理することが望ましい。

恒 久 対 策

 　　処 理

 　　処 理 原 位 置 抽 出

 原 位 置 分 解 原 位 置 浄 化

　　掘 削 除 去

（対 象 地 内 ／ 外 ）

（対 象 地 内 ／ 外 ）（地 下 水 揚 水 等 ）

（土 壌 の掘 削 を伴う）

（土 壌 の 掘 削 を伴 わない）

（注）処理とは、掘削除去した土壌や

揚水・抽出された地下水・土壌ガス等

から、さらに対象物質を分離・分解す

ることをいう。


